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第二には、米国・EU 等の第三国市場向け輸出拠点の構築であり、アジア・中南米の発展途






























































































































































し、急速に蓄積すれば、当該国は、図  において、（新興国の場合）B’または B’から D 点






























































現実には、図  において、（発展途上国・新興国が）B’点または B’点から D 点に移行するこ





































言い換えれば、「現代の独占的競争 I 型 viii」については、これまでの伝統的な外資利用輸出
振興型開発モデルでも対応できるが、投資受入国国内市場を競争力の基盤にするような政策
転換を貫徹しようとすれば、上記の経済政策、政治・法・社会制度にわたる全面的な改革は








































られる。これは図  において、A から C 点への移動すら危うくするものであり、当然のこと
ながら、A から D 点へのシフトは一層困難になる。
このような状況では、当然、財政政策乗数等の乗数効果の役割が大きくなることが期待さ
− 0 −









で、企業の国内労働需要は図 2 において、LD から LD2 へと大きく減少する。なお、LD と
LD2 は、各々、労働の限界生産物 MPL と MPL2 に等しい、と考える。
簡単化のため、当初は、労働市場は、労働需要 LD と労働供給 LS のもとで、完全雇用の
均衡点 LE0 にあったとすると、上記の需要曲線のシフトにより、実質賃金 W が不変のまま
であれば、LE 点に到達し、L0-L の大きさの失業が発生することになる。





このとき、労働供給曲線は、LS から LS2 へと下方にシフトする。下方に圧縮された労働
需要曲線 LD2 と労働供給曲線 LS2 の下で達成される新たな均衡 LE の下では、W、W2 よ
りも低い実質賃金 W の下で、L0 よりは低いが、L、L2 よりは高い雇用 L が実現される。









働需要曲線を LD2 から LD へとさらに大きく左にシフトさせる。このとき労働供給側が実質
賃金 W を堅持しようとすれば、L − L4 の大きさの失業が発生することになる。しかし、
日本の労働者および労働組合が再度、職の確保のために賃金カットを受け容れれば、労働供
給曲線は LS2 から LS へとシフトし、均衡点 LE5 に至る。実質賃金は W5 まで引き下げられ










図 　日米独の失業率（980 − 202）
（IMF, World Economic Outlook Data Base, April 20）
 
（3.3）国際マクロ経済政策上の調整課題




実物市場（Y=C(Y)+I(r)+G+NX(e)）の均衡を表す（図 4）。但し、Y は実質 GDP、C は消費、
I は投資、G は政府支出、NX は純輸出、r は実質金利、e は名目為替レートである。　




の効果がより大きかったために、図 5 において、結果的に、金融緩和政策主導（AA から
A2A2 へのシフト）（財政の効果は省略）で、名目為替レートは、円は、ドル等に対し、より
減価（E → E2）した水準に維持され、純輸出の拡大による、所得の増加が可能であった。
すなわち、図 5 において、990 年代のアジア危機後の低迷下にあったときの均衡水準 EE
から、2000 年代前半には、EE2 にシフトした。200，2008 年の世界金融経済危機によって、
日本経済は実物ショック（DD 曲線から D2D2 曲線へのシフト）および金融ショック（A2A2
曲線から AA 曲線へのシフト）のいずれの影響も受けたが、結局、金融ショックによる影
響の方が大きかったと見られる。この結果、均衡点は EE にシフトし、名目為替レートは E
に増価した。この円の増価は純輸出を減らし、実質所得は Y まで低下した。
こうした、世界金融経済危機後の経済的困難を受けて、現在、政策当局が行おうとしてい
るのは日本国内の金融緩和政策の一層の発動によって、EE または EE2 の均衡水準を回復し
ようとすることに他ならない。
ここで想起されるべきは、200，2008 年の世界金融経済危機を受けて、2008 年には、主要
先進  カ国およびこれに発展途上国・新興国等を加えた G20 等の場で、大胆な財政政策と調
和的な金融政策によって、世界的な危機から脱却すると合意されたことである。いうまでも
なく過度に積極的な金融政策の発動は近隣窮乏化的な効果を当事者相互に産み出し、国際協





図 5 において AA 曲線から AA 曲線に向けてのシフトバックが始まり、名目為替レート





図 4　日米独  カ国の実質 GDP 成長率推移
（％）（IMF, World Economic Outlook Data Base, April 20）
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xv 注 viii に同じ。
xvi この重大な「相反」に関する筆者の先行論文については、参考文献（5）−（0）および（2）−（）参照。
